
 

 

 

 

 

 

 

 

開 発 審 査 会 資 料 

 

「岡山県開発審査会案件運用基準」の一部改定について 

議案 第８号 
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資料１ 災害ハザードエリアにおける50戸連たんによる開発許可の厳格化 

 

資料２ 岡山県開発審査会案件運用基準「浸水ハザードエリア内の自己の居住の用に供す

る一戸建ての住宅」の取扱い（案） 

 

資料３ 法・条例・国からの技術的助言等 

 



■５０戸連たん制度の概要

■市街化調整区域を有する市町と開発許可権者

■都市計画法の改正（災害ハザードエリアにおける開発抑制）

■災害ハザードエリア

■浸水ハザードエリアに関する岡山県の対応（総社市、赤磐市及び早島町）

災害レッドゾーン

災害ハザードエリアにおける５０戸連たんによる開発許可の厳格化

災害イエローゾーン

市街化を抑制する区域である市街化調整区域におい

て、開発許可権者が条例で指定する区域内で行う自己

用住宅の建築のための開発行為については、特例的に

開発を許可している。

＜条例で指定する区域＞

敷地相互間の最短距離が５５ｍを超えない距離に位

置している建築物が５０以上連たんしている区域

頻発・激甚化する自然災害に対応した「安全なまちづくり」を推進するため、令和２年６月に都市計画

法が改正され、災害ハザードエリアにおける開発抑制の一環として、令和４年４月１日から、条例で指

定する５０戸連たんによる開発許可の対象となる区域から、災害ハザードエリアを除外することとされた。

令和３年１２月に条例を改正し、想定最大規模降雨（Ｌ２）に基づく想定浸水深が３ｍ以上の区域を

浸水ハザードエリアとして、条例で指定する区域から除外した。

ただし、市街化調整区域の大部分が、主要な河川の流域に位置している本県の地形的特徴から、

激変緩和措置として、条例の施行日である令和４年４月１日から２年間は、計画降雨（Ｌ１）に基づく

想定浸水深を適用する。

・浸水ハザードエリア

水防法の浸水想定区域

のうち、想定浸水深（※）が

３ｍ以上の区域が目安

・災害危険区域

・地すべり防止区域

・急傾斜地崩壊危険区域

・土砂災害特別警戒区域

・浸水被害防止区域

・土砂災害警戒区域

※

災害レッドゾーン

浸水ハザードエリア

50戸連たん

災害イエローゾーン

市街化区域

市街化調整区域

Ｌ２：瀬戸内地域において過去に観測された最大の降雨

Ｌ１：河川整備の基本となる降雨

想定最大規模降雨（Ｌ２）の想定浸水深とすることが原

則だが、当分の間は、計画降雨（Ｌ１）とすることも可

早島町

開発許可権者 各市 岡山県

市街化調整区域
（県南広域都市計画区域）

岡山市 倉敷市 玉野市 総社市 赤磐市

316

46

305

45

1

3

4

72

4849

50 4755m以内

申請地

・・・

・
・
・

資料１



 

 

［岡山県］( ) 「浸水ハザードエリア内の自己の居住の用に供する一戸建ての住 

宅」の取扱い（案） 

（令和 年 月 日制定） 

 

都市計画法に係る開発行為の許可の基準に関する条例（平成13年岡山県条例第57号）第２条第１

項各号のいずれかに該当する土地の区域（都市計画法に係る開発行為の許可の基準に関する条例に

基づき知事が定める区域（令和３年岡山県告示第642号。以下「告示」という。）第一号に掲げる区

域を含むものに限る。）で行う、自己の居住の用に供する一戸建ての住宅（建築基準法（昭和25年法

律第201号）別表第２（い）項第二号に掲げるものを含む。以下同じ。）の建築を目的とする開発行

為等で、次の各項のすべてに該当するものは、原則として法第29条、第42条又は第43条の規定によ

り許可し、直近の開発審査会に報告する。 

なお、法第29条の規定による許可をする場合には、当該開発区域の土地について、次の(1)及び

(2)に掲げる事項を法第41条第１項に基づく制限として定め、法第42条又は第43条の規定による許

可をする場合には、次の(1)及び(2)に掲げる事項を法第79条に基づく条件として附して許可するこ

ととする。 

(1) 許可の対象となる土地（以下「申請地」という。）に建築される自己の居住の用に供する一戸

建ての住宅に設けられる一以上の居室（建築基準法第２条第四号の居室であって、その床面積

（建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第２条第１項第三号の床面積をいう。）が9.9㎡以

上のものに限る。）の床面が、別図における申請地が属する区域の基準標高以上の高さに位置

していること。 

(2) 申請地に建築される自己の居住の用に供する一戸建ての住宅の周囲の地盤が、擁壁その他の

土砂の流出を防止するための構造物で覆われていること。 

(3) 申請地が、都市計画法第34条第11号に基づく条例の運用基準（平成13年11月14日策定）の各

項に該当する土地であること。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この基準は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 令和６年３月31日までにされた法第29条、第42条又は第43条の規定による許可の申請に係る告

示第一号に掲げる区域については、告示附則第２項の規定により読み替えて適用される区域とす

る。 

資料２ 


































